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　国県補助事業等の財源を効果的に活用しながら自主財源を有効に使い、財政の安定運営を
進め、財源の重点的な配分を行いました。市民生活や地域経済対策に取り組みながら、少子
高齢化対策、安心安全なまちづくりの推進、子育て相談支援事業、観光の振興、過疎対策や
定住促進、防災・減災対策などの事業を推進しました。　 財政課財政係（☎ 23-1346）

令和 6 年度 八女市の

決算状況をお知らせします

問

詳細はこちら

一般会計 税金や国県補助金などの歳入をもとに、教育や福祉などの基本的な行政サービスを提供するための会計です。

民生費
158億5,357万円

　 （35.8％）

総務費
78億7,371万円

（17.8％）

市税
69億3,506万円

（15.1％）
繰入金繰入金
20億7,26520億7,265万万円円

（4.5％）（4.5％）

繰越金繰越金
14億18614億186万万円円

（3.1％）（3.1％）

寄附金寄附金
16億1,331万円16億1,331万円

（3.5％）（3.5％）

その他その他
11億8,172万円11億8,172万円

（2.6％）（2.6％）
地方交付税
143億3,512万円

（31.3％）

国県支出金国県支出金
1110億1,286万円10億1,286万円

（24.1％）（24.1％）

市債市債
44億1,543万円44億1,543万円

（9.6％）（9.6％）

譲与税・交付金等譲与税・交付金等
28億2,763万円28億2,763万円

（6.2％）（6.2％）

公債費公債費
38億63万円38億63万円

（8.6％）（8.6％）

土木費土木費
32億8,286万円 32億8,286万円 

（7.4％（7.4％））

教育費
41億7,913万円

（9.4％）

農林水産業費農林水産業費
28億5,136万円28億5,136万円

（6.4％）（6.4％）

衛生費衛生費
24億1,170万円24億1,170万円

（5.4％）（5.4％）

災害復旧費災害復旧費
14億936万円14億936万円

（3.1％）（3.1％）

その他その他
26億8,262万円26億8,262万円

（6.1％）（6.1％）

歳出
443億

4,494万円

歳入
457億

9,564万円

自主財源
28.8％

％2.17源財存依

令和６年度の一般会計決算額を、１月当たりの収入
30万円の家計に置き換えてみました。

収入　　（　）内は財政科目 割合

自主 基本給（市税など） ５万２千円 17.4%

依存 諸手当（地方交付税など） １１万３千円 37.5%

依存 親からの援助（国県支出金） ７万２千円 24.1%

自主 その他の臨時収入（寄附金など） １万１千円 3.8%

依存 ローン（市債） ２万９千円 9.6%

自主 貯金の取り崩し（繰入金） １万４千円 4.5%

自主 前月の残金（繰越金） ９千円 3.1％

収入計 30 万円 100.0％

決算を家計に例えたら支出　（　）内は財政科目 割合

義
務
的
経
費

食費（人件費） ３万８千円 13.0%

医療費や学費（扶助費） ６万１千円 20.9%

ローンの返済（公債費） ２万５千円 8.6%

そ
の
他
の
経
費

光熱水費、雑費（物件費） ３万６千円 12.4%

車などの修理代（維持補修費） ２千円 0.6%

親戚への援助など（補助費等） ３万８千円 13.0%

貯金（積立金） １万３千円 4.5%

生命保険など（投資 ･ 出資・貸付金） ５千円 1.6%

子どもへの仕送り（繰出金） ２万４千円 8.2%
投
資
的
経
費

自宅の増改築や家財道具の購入
（普通建設事業費） ４万円 13.9%

壊れた持ち物の再購入（災害復旧事業費） １万円 3.3％

支出計 ２９万２千 100.0%

翌月に使えるお金 8 千円
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　地方公共団体の財政の健全化に関する法律に基づき、令
和６年度決算に係る健全化判断比率等を公表します。
　市の比率は、国の基準である早期健全化基準・財政再生
基準・経営健全化基準を下回っており、地方公営企業の資
金不足も生じていない状況です。

健全化判断比率・資金不足比率

基金と市債

特別会計・企業会計

財政が健全かどうかを判断するための指標です。

市の貯金「基金」と市の借金「市債」の推移

国民健康保険など、特定の事業のために一般会計と区別して経理する「特別会計」と、
水道事業など、民間企業と同様の会計方法で経理をする「企業会計」について

指標名 決算
比率

早期健全化
基準

財政再生
基準

実質赤字比率 ー 12.37 20.00

連結実質赤字比率 ー 17.37 30.00

実質公債費比率 6.7 25.0 35.0

将来負担比率 ー 350.0

　※全ての会計において黒字で、将来負担比率はないため、
数値は「 ー 」と表示しています。

▶実質公債費比率：その年度の標準財政規模に対して
起債（借金）の返済額（公営企業分や一部事務組合の
起債を含む）の割合を示したもの

▶収益的収支：水道の供給、汚水の処理に必要な財源と経費
▶資本的収支：水道、下水道施設を建設、改良するために必要な
財源と経費

▶将来負担比率：「－」は、負債に充てるための財源
が負債額を上回っていることを示したもの

■ 資金不足比率

■ 健全化判断比率

特別会計 歳入 歳出 差引

国民健康保険事業費 83 億 8,033
万円

82 億 9,058
万円

8,975
万円

介護保険事業費 83 億 2,490
万円

81億 4,091
万円

1億 8,399
万円

後期高齢者医療 12 億 8,177
万円

12 億 6,922
万円

1,255
万円

矢部診療所 8,488万円 8,075万円 413万円

黒木町串毛財産区 93万円 3万円 90 万円

黒木町木屋財産区 623万円 66万円 557万円

企業会計 歳入 歳出 差引

水道
事業会計

収益的収支 10 億 4,454
万円

10 億 856
万円

3,598
万円

資本的収支 1億 932
万円

3 億 9,732
万円

-2 億 8,800
万円

下水道
事業会計

収益的収支 8 億 3,493
万円

8 億1,137
万円

2,356
万円

資本的収支 7 億 4,846
万円

9 億 9,220
万円

-2 億 4,374
万円

企業会計目 決算比率 経営健全化基準
水道事業会計 ー

２０   
下水道事業会計 ー

（単位 :％）（単位 :％）

（単位 :％）（単位 :％）

※臨時財政対策債とは、普
通交付税（国からの交付金）
の代替財源のため市債償還
に対して、全額国から補填 
されるもので、実質借金で
はありません。

基金
市債

　　臨時財政対策債を含めた市債

■

（単位：億円）

≪用語解説≫




